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１【中間連結財務諸表】 
(1)【中間連結貸借対照表】 

(単位：百万円)

前中間連結会計期間末 
(平成20年９月30日) 

当中間連結会計期間末 
(平成21年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成21年３月31日) 

資産の部    

現金預け金 367,958 320,273 330,336

コールローン及び買入手形 16,078 29,631 37,000

買現先勘定 － 29,992 －

債券貸借取引支払保証金 13,520 9,861 10,350

買入金銭債権 60,019 51,552 56,308

特定取引資産 ※8  316,429 ※8  457,420 ※8  392,404

金銭の信託 28,826 29,660 28,618

有価証券
※1, ※8, ※14

2,057,443

※1, ※8, ※14  
1,956,059 

※1, ※8, ※14

1,893,075

貸出金
※3, ※4, ※5, ※6, ※7, 

※8, ※9  6,844,783
※3, ※4, ※5, ※6, ※7, 

※8, ※9  7,124,455 
※3, ※4, ※5, ※6, ※7, 

※8, ※9  6,955,624

外国為替 ※7  3,228 ※7  3,703 ※7  2,750

その他資産 ※8  112,315 ※8  108,397 ※8  109,960

有形固定資産 ※10, ※11  95,946 ※10, ※11  96,042 ※10, ※11  96,746

無形固定資産 7,809 8,771 8,312

繰延税金資産 67,207 60,169 89,159

支払承諾見返 112,174 101,267 113,279

貸倒引当金 △60,254 △66,156 △60,999

資産の部合計 10,043,489 10,321,103 10,062,926

負債の部    

預金 ※8  8,439,502 ※8  8,614,251 ※8  8,501,320

譲渡性預金 120,527 125,786 153,668

コールマネー及び売渡手形 ※8  267,153 ※8  73,350 ※8  53,050

売現先勘定 ※8  99,824 ※8  218,954 ※8  198,051

債券貸借取引受入担保金 ※8  146,739 ※8  147,555 ※8  67,291

特定取引負債 14,682 20,896 18,720

借用金 ※8, ※12  99,362 ※8, ※12  231,504 ※8, ※12  248,189

外国為替 753 277 436

社債 ※13  41,000 ※13  40,000 ※13  40,000

その他負債 100,588 122,719 93,845

役員賞与引当金 － － 40

退職給付引当金 18,700 19,146 18,982

役員退職慰労引当金 1,293 1,116 1,374

睡眠預金払戻損失引当金 790 730 962

ポイント引当金 762 697 623

特別法上の引当金 35 27 35

繰延税金負債 1 23 57

再評価に係る繰延税金負債 ※10  15,323 ※10  15,245 ※10  15,323

支払承諾 112,174 101,267 113,279

負債の部合計 9,479,217 9,733,549 9,525,255

─ 22 ─



(単位：百万円)

前中間連結会計期間末 
(平成20年９月30日) 

当中間連結会計期間末 
(平成21年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成21年３月31日) 

純資産の部    

資本金 145,069 145,069 145,069

資本剰余金 123,399 123,385 123,387

利益剰余金 286,307 297,962 285,233

自己株式 △1,243 △1,241 △1,219

株主資本合計 553,532 565,175 552,469

その他有価証券評価差額金 △10,531 3,888 △33,279

繰延ヘッジ損益 961 △1,984 △1,837

土地再評価差額金 ※10  7,777 ※10  7,662 ※10  7,777

為替換算調整勘定 △5 － △0

評価・換算差額等合計 △1,798 9,566 △27,340

少数株主持分 12,537 12,811 12,541

純資産の部合計 564,271 587,553 537,671

負債及び純資産の部合計 10,043,489 10,321,103 10,062,926

─ 23 ─

















































































３【中間財務諸表】 
(1)【中間貸借対照表】 

(単位：百万円)

前中間会計期間末 
(平成20年９月30日) 

当中間会計期間末 
(平成21年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成21年３月31日) 

資産の部    

現金預け金 367,559 320,043 329,727

コールローン 10,578 25,631 30,000

買現先勘定 － 29,992 －

債券貸借取引支払保証金 13,520 9,861 10,350

買入金銭債権 50,678 42,123 46,751

特定取引資産 ※8  316,180 ※8  457,163 ※8  392,183

金銭の信託 26,215 26,110 25,367

有価証券
※1, ※8, ※14

2,057,346

※1, ※8, ※14  
1,955,767 

※1, ※8, ※14

1,893,347

貸出金
※3, ※4, ※5, ※6, ※7, 

※8, ※9  6,878,200
※3, ※4, ※5, ※6, ※7, 

※8, ※9  7,152,242 
※3, ※4, ※5, ※6, ※7, 

※8, ※9  6,991,343

外国為替 ※7  3,228 ※7  3,703 ※7  2,750

その他資産 ※8  63,220 ※8  61,742 ※8  60,522

有形固定資産 ※10, ※11  90,049 ※10, ※11  89,834 ※10, ※11  90,841

無形固定資産 7,609 8,571 8,131

繰延税金資産 60,897 53,178 82,716

支払承諾見返 81,665 72,027 82,838

貸倒引当金 △49,737 △54,647 △49,982

資産の部合計 9,977,214 10,253,347 9,996,889

負債の部    

預金 ※8  8,465,323 ※8  8,643,592 ※8  8,529,344

譲渡性預金 120,527 125,786 153,668

コールマネー ※8  267,153 ※8  73,350 ※8  53,050

売現先勘定 ※8  99,824 ※8  218,954 ※8  198,051

債券貸借取引受入担保金 ※8  146,739 ※8  147,555 ※8  67,291

特定取引負債 14,682 20,896 18,720

借用金 ※8, ※12  99,694 ※8, ※12  230,472 ※8, ※12  247,479

外国為替 753 277 436

社債 ※13  40,000 ※13  40,000 ※13  40,000

その他負債 71,704 89,241 63,641

未払法人税等 10,833 5,662 973

その他の負債 60,871 83,578  

役員賞与引当金 － － 40

退職給付引当金 18,289 18,702 18,550

役員退職慰労引当金 1,091 964 1,148

睡眠預金払戻損失引当金 790 730 962

ポイント引当金 469 424 349

再評価に係る繰延税金負債 ※10  15,323 ※10  15,245 ※10  15,323

支払承諾 81,665 72,027 82,838

負債の部合計 9,444,033 9,698,221 9,490,899

─ 63 ─



(単位：百万円)

前中間会計期間末 
(平成20年９月30日) 

当中間会計期間末 
(平成21年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成21年３月31日) 

純資産の部    

資本金 145,069 145,069 145,069

資本剰余金 122,146 122,134 122,134

資本準備金 122,134 122,134 122,134

その他資本剰余金 12 － －

利益剰余金 269,247 279,862 267,399

利益準備金 50,930 50,930 50,930

その他利益剰余金 218,316 228,932 216,468

別途積立金 202,971 202,971 202,971

繰越利益剰余金 15,345 25,961 13,497

自己株式 △1,243 △1,241 △1,219

株主資本合計 535,218 545,824 533,382

その他有価証券評価差額金 △10,776 3,625 △33,331

繰延ヘッジ損益 961 △1,984 △1,837

土地再評価差額金 ※10  7,777 ※10  7,662 ※10  7,777

評価・換算差額等合計 △2,037 9,302 △27,392

純資産の部合計 533,181 555,126 505,990

負債及び純資産の部合計 9,977,214 10,253,347 9,996,889

─ 64 ─











































４ 【その他】 

   ① 中間配当(会社法第454条第５項の規定による剰余金の配当) 

平成21年11月13日開催の取締役会において、第104期の中間配当につき次のとおり決議しました。 

 
  

   ② 信託財産残高表 

 
  

 
(注) １ 共同信託他社管理財産については、取扱残高はありません。 

２ 元本補てん契約のある信託財産については、取扱残高はありません。 

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】 

該当事項はありません。 

 中間配当金額 4,915百万円

 １株当たりの中間配当金 5円50銭

 資   産

 
科  目

前中間会計期間末 

(平成20年９月30日)

当中間会計期間末 

(平成21年９月30日)

前事業年度 

(平成21年３月31日)

 

金額 

（百万円）

構成比 

（％）

金額 

（百万円）

構成比

（％）

金額 

（百万円）

構成比

（％）

 有形固定資産 20 5.65 ― ― ― ―

 無形固定資産 135 38.24 ― ― ― ―

 現金預け金 198 56.11 183 100.00 192 100.00

 合計 354 100.00 183 100.00 192 100.00

 負   債

 
科  目

前中間会計期間末 

(平成20年９月30日)

当中間会計期間末 

(平成21年９月30日)

前事業年度 

(平成21年３月31日)

 

金額 

（百万円）

構成比 

（％）

金額 

（百万円）

構成比

（％）

金額 

（百万円）

構成比

（％）

 金銭信託 195 55.25 183 100.00 192 100.00

 包括信託 158 44.75 ― ― ― ―

 合計 354 100.00 183 100.00 192 100.00

─ 85 ─



 
  

平成20年11月21日

株式会社千葉銀行 

取締役会 御中 

  
 

   

   

   

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている株式会社千葉銀行の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の中間連

結会計期間(平成20年４月１日から平成20年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸

借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書に

ついて中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立

場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続

等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸

表の作成基準に準拠して、株式会社千葉銀行及び連結子会社の平成20年９月30日現在の財政状態並びに同日

をもって終了する中間連結会計期間(平成20年４月１日から平成20年９月30日まで)の経営成績及びキャッシ

ュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

  

 

独立監査人の中間監査報告書

新日本有限責任監査法人 

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士  中 村  勝 三 郎  ㊞ 

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士  水  守  理  智  ㊞ 

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士  大  下  内  徹  ㊞ 

※１ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当行が別途保管してお

ります。 

２ 中間連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 



 
  

平成21年11月20日

株式会社千葉銀行 

取締役会 御中 

  
 

   

   

   

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている株式会社千葉銀行の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の中間連

結会計期間(平成21年４月１日から平成21年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸

借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書に

ついて中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立

場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続

等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸

表の作成基準に準拠して、株式会社千葉銀行及び連結子会社の平成21年９月30日現在の財政状態並びに同日

をもって終了する中間連結会計期間(平成21年４月１日から平成21年９月30日まで)の経営成績及びキャッシ

ュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

  

 

独立監査人の中間監査報告書

新日本有限責任監査法人 

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士  中 村  勝 三 郎  ㊞ 

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士  水  守  理  智  ㊞ 

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士  大  下  内  徹  ㊞ 

※１ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当行が別途保管してお

ります。 

２ 中間連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 



 
  

平成20年11月21日

株式会社千葉銀行 

取締役会 御中 

  
 

   

   

   

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている株式会社千葉銀行の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの第103期事業年度の中

間会計期間(平成20年４月１日から平成20年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照

表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責

任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、株式会社千葉銀行の平成20年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計

期間(平成20年４月１日から平成20年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認

める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

  

 

独立監査人の中間監査報告書

新日本有限責任監査法人 

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士  中 村  勝 三 郎  ㊞ 

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士  水  守  理  智  ㊞ 

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士  大  下  内  徹  ㊞ 

※１ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当行が別途保管してお

ります。 

２ 中間財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 



 
  

平成21年11月20日

株式会社千葉銀行 

取締役会 御中 

  
 

   

   

   

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている株式会社千葉銀行の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの第104期事業年度の中

間会計期間(平成21年４月１日から平成21年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照

表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責

任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、株式会社千葉銀行の平成21年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計

期間(平成21年４月１日から平成21年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認

める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

  

 

独立監査人の中間監査報告書

新日本有限責任監査法人 

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士  中 村  勝 三 郎  ㊞ 

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士  水  守  理  智  ㊞ 

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士  大  下  内  徹  ㊞ 

※１ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当行が別途保管してお

ります。 

２ 中間財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 



 
  

【表紙】  

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成21年11月26日 

【会社名】 株式会社千葉銀行 

【英訳名】 The Chiba Bank, Ltd. 

【代表者の役職氏名】 取締役頭取  佐 久 間 英 利 

【最高財務責任者の役職氏名】 ─ 

【本店の所在の場所】 千葉市中央区千葉港１番２号 

【縦覧に供する場所】 株式会社千葉銀行 東京営業部 

  (東京都中央区日本橋室町一丁目５番３号) 

 株式会社東京証券取引所 

  (東京都中央区日本橋兜町２番１号) 



当行取締役頭取佐久間英利は、当行の第104期第２四半期(自 平成21年７月１日 至 平成21年９月30

日)の四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認しました。 

  

特記すべき事項はありません。 

  

１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２ 【特記事項】
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